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一時保護所に入所した児童の齲蝕と歯科
保健行動や養育環境との関連について
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【目的】
児童虐待は近年，深刻な社会問題となっている。我々は平
成21年度より，広島県歯科衛生連絡協議会（行政・大学・
歯科医師会で構成）の事業として，一時保護所を月一回訪
問し，入所児童の支援を目的として歯科検診ならびに口腔
衛生指導を行っている。その結果，入所児童は齲蝕（むし
歯）罹患率が高く，齲蝕治療完了者率が低いこと，齲蝕経
験歯数が多いことが明らかとなった1), 2)。今回は，入所児童
の歯科保健行動や養育環境と齲蝕罹患との関連について検
討を行った。

【対象と方法】
平成23年4月から平成30年6月に広島県下の3か所の一時保
護所に入所し，我々の歯科検診を受けた児童1,009名（男
子527名，女子482名）を対象とした。入所理由により虐
待（身体的虐待，精神的虐待，性的虐待ならびにネグレク
ト）および非虐待（保護者の疾病による養育困難や非行な
ど）の2群に分類した。児童の歯科保健行動（歯みがき回
数，仕上げみがき経験，飲食習慣，定期的な歯科受診な
ど），発達障害および養育環境（身辺面での親の養育態度）
については，一時保護所の児童福祉司に質問紙による聞き
取り調査を行った。発達障害は3群に分類し，養育環境は4
段階で評価した。齲蝕罹患状況の指標として一人平均未処
置歯率を用いた。

【結果】
児童の入所理由は，虐待が53.7％，非虐待が42.6％であっ
た。養育環境は，「良い」が3.9％，「やや良い」が24.0％，

「やや悪い」が42.2％，「悪い」が13.3％であった。発達障
害は「診断済み」が15.2％，「可能性あり」が21.7％，「障
害なし」が52.1％であった。また，すべての年齢群で養育環
境が悪いほど，幼児において歯科受診経験が少ないほど，
中高生において定期的な歯科受診習慣が少ないほど，未処
置歯率が高くなる傾向がみられた。

【考察】
今回，入所児童の養育環境は「悪い」と「やや悪い」が半
数以上を占め，入所児童の約4割に発達障害あるいはその可
能性があることが明らかとなったことから，保護者の養育
能力不足と同時に，親がこれらの小児を養育する困難さに
気づき，早期に支援する仕組みづくりの必要性が示唆され
た。
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【目的】
食物アレルギーをもつ子どもの学校生活での対応に関して、
ガイドライン等の整備がされてきているが、自治体・学校
により対応に違いがあり、親にとって学校生活上での不安
が解消されていない状況があると推察される。そこで、本
研究では小学校入学に向けた支援を検討するために、小学
校入学時の親と学校との相談・連携の経験を明らかにする
ことを目的とした。

【方法】
食物アレルギーのために学校生活において配慮が必要な子
ども（小学１年生～ 3年生）の親で、研究協力の得られた5
名を対象とした。小学校入学時の学校関係者との相談時期
と相談内容、入学時の子どものセルフケアの状況等につい
て半構成的面接を実施した。また、アレルギーの状況など基
本情報については質問紙を用いて調査した。調査は研究者
の所属機関の倫理審査で承認を得て行った。

【結果】
対象者の子どもは男児3名・女児2名、アレルゲンは鶏卵、小
麦等で、１種類から5種類であった。給食は、除去食および
代替食の提供1名、代替食の持参3名、弁当持参1名であっ
た。入学前の学校への相談時期は就学時健診時の他、入学
の1年半前であった。相談の内容は弁当を持参する、代替食
を持参するなど給食に関することの他、食材に関連した教
材使用時の配慮、アレルギー症状の経過、緊急時の対応、内
服やエピペン使用時の協力などについてであった。3名が症
状などについて記載した自作の書面を準備し、校長、教頭、
担任教諭、養護教諭、栄養士等と話し合いをした。給食で
の対応や内服への協力が受け入れられないこともあったが、
幼稚園・保育所等での相談の経験を活かし、可能な方法や
小学校の負担にならない方法を親が提示するなどして協力
が得られていた。入学時に子どもは、食物アレルギーであ
ることは説明できたが、症状については周囲の人に伝えら
れない場合もあった。入学前の準備として、周囲のサポー
トを受ける必要性を親から子どもに伝え、一人で内服でき
るようにしていた。入学後は給食に関する定期的な面談の
他、体調不良時の連絡などの連携が取られていた。

【考察】
学校の理解を得ながら相談していく経験が明らかになり、セ
ルフケアの状況やアレルギー症状の程度によって、適切な
相談時期や相談の内容・回数などに違いがあることも示唆
された。学校との連携が円滑に進められるような支援の必
要性があると考える。本研究は科学研究費補助金基盤研究C
の助成を受けて実施した。

食事に関する支援
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